
 

 

 

 

 

 
2016 年 11 月 25 日 

新宿経済研究所 代表社員社長 岡本 修 

okamoto@shinjuku-keizai.com

 

（１） 法令名称 

租税特別措置法 .................................................................................................................................. 特措法 

租税特別措置法施行令 ....................................................................................................................... 特措令 

租税特別措置法施行規則 ................................................................................................................ 特措規則 

投資信託及び投資法人に関する法律 ................................................................................................. 投信法 

投資法人及び投資法人に関する法律施行令 ...................................................................................... 投信令 

投資法人及び投資法人に関する法律施行規則 ............................................................................... 投信規則 

投資法人の計算に関する規則 ........................................................................................................ 計算規則 

 

（２） 不動産投資法人の配当の特例 

不動産投資法人は、剰余金の９０％超を配当した場合、その配当した金額を損金に算入することが可能です

（特措法第６７条の１５第１項第２号ホ、特措令第３９条の３２の３第６項、投信法第１３６条第１項、図表

１）。これは、Ｊ－ＲＥＩＴの普及促進を図る観点から設けられた税制上の特例です（著者私見）。 

■ 図表１ Ｊ－ＲＥＩＴの配当の９０％特例 

 

ところで、近年、「有形固定資産の減損会計」をはじめとして、企業会計と法人税法の齟齬（ズレ）が大きく

なる傾向があります（いわゆる税会不一致、図表２）。この場合、会計上の「利益」の額と、法人税法上の「利

益」の額に齟齬が生じてしまう恐れがあります。 
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不動産投資法人の貸借対照表 

「利益」とは：（投信法第１３６条第１項） 

貸借対照表上の純資産額が出資総額等の合計額を上回る場合において、当

該純資産額から当該出資総額等の合計額を控除して得た額 

90％を超えて「利益」を配当した場合の取扱い 

⇒ そのＪ－ＲＥＩＴは、その配当額を、その事業年度の損金の額に算入す

る（特措第６７条の 15 第１項本文）ことができる 

⇒ 利益の 90％超分配を続けている限り、事実上、Ｊ－ＲＥＩＴは法人税

等をほとんど納める必要がない 
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（３） 投資法人の配当規則 

Ｊ－ＲＥＩＴの分配可能額については、投信法と計算規則に規定が設けられています（図表２）。 

■ 図表２ 投資信託の配当規則 

項目   

利益超過分配金 投資法人は一定の場合に、利益の額を超えて金銭の分配ができる 投信法第 137 条第１項 

利益超過分配金の処理 利益超過分配金の金額は、出資剰余金、出資総額の順に控除する 
投信法第 137 条第３項 

計算規則第１８条 

利益 貸借対照表上の純資産額が出資総額等の合計額を上回る場合のその差額 投信法第 136 条第１項 

損失 貸借対照表上の純資産額が出資総額等の合計額を下回る場合のその差額 投信法第 136 条第２項 

一時差異等調整引当額 

利益超過分配金のうち、次に掲げる額の合計額の範囲内において、利益

処分に充当するもの 

イ 所得超過税会不一致（「益金－損金」が「収益等－費用等」を超える

場合の税会不一致額） 

ロ 純資産控除項目（評価・換算差額等、新投資口予約権、新投資口申込

証拠金、自己投資口の合計額がマイナスとなる場合の金額） 

計算規則第２条第２項

第 30 号 

一時差異等調整積立金 
投資法人が積み立てた任意積立金のうち、利益超過税会不一致の範囲内

において、将来の利益処分に充当する目的のために留保したもの 

計算規則第２条第２項

第 31 号 

利益超過税会不一致 
収益等の合計額から費用等の合計額を控除して得た額が、益金の額から

損金の額を控除して得た額を超える場合における税会不一致 

計算規則第２条第２項

第 31 号本文 

ここで重要な概念が「税会不一致」についてです（図表３）。 

■ 図表３ 税会不一致の概念 

 

■ 図表３ 「税会不一致」の概念 

 
（出所） 計算規則第２条第２号第 29 号・第 30 号（イ）（ロ）・第 31 号 

 

収益 

会計上の「利益」 税会不一致の主な発生原因： 

● 純資産直入処理 

● 税務上の「損金」の範囲が会計

上の「費用」の範囲よりも狭い 

● 受取配当金益金不算入 など 

税務上の「利益」 

費用 

会計上の利益 
純資産直入 

益金 

損金 

税務上の利益 

① 収益＋利益（「収益等」） 

② 費用＋損失（「費用等」※） 

③＝①－② 

※ ただし、ここでいう「費用等」

は、交際費等、寄付金、法人

税等のように、損金として計

上されない金額を除く 

④ 益金の額 

⑤ 損金の額（※） 

⑥＝④－⑤ 

※ ただし、ここでいう「損金」

は、「金銭の分配または繰越

欠損金に係る損金」を除く 

税会不一致の額＝③－⑥ 

会
計 

税
務 

所得超過税会不一致： 

③＜⑥となる場合の税会不一致 

利益超過税会不一致： 

③＞⑥となる場合の税会不一致 

純資産控除項目： 

 「評価・換算差額等」、「新投資

口予約権」、「新投資口申込証拠

金」、「自己投資口」の合計額が

マイナスとなる場合の金額 

一時差異等調整引当額 

一時差異等調整積立金 

所得超過税会不一致、純

資産控除項目の範囲内で

利益処分に充当するもの 

将来の利益処分に充当す

る目的のために留保した

もの 
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（４） 投資法人の「税会不一致」への対処 

ここで、投資法人が「利益超過分配金」を支払う理由や「一次齊藤調整積立金」を積み立てる理由について、

いくつかのパターンに分けて考察してみましょう（図表４）。 

■ 図表４ 投資法人の「利益超過分配金」等 

事例 概要 事例 

① 税務上の特例を受

けるため 

「税会不一致」が発生し、税務上の「90％

超配当」の特例を受けるために、会計上の

「利益の額」を超えて配当をする場合 

「所得超過税会不一致」や「純資産控除項目」（評

価・換算差額などの金額がマイナスとなる場合の金

額）が発生している場合が考えられる 

② 税会不一致を積み

立てるため 

「税会不一致」が発生し、税務上の「90％

超配当」の特例を来期以降に持ち越すため

に、配当額が会計上の「利益の額」よりも

少なくなる場合 

「利益超過税会不一致」が生じている場合が考えら

れる（会計上は配当余力が残っているが、税務上は

「90％超配当」の特例を受けることができるよう

な場合） 

③ 減価償却費見合い

での配当 

税会不一致が生じている訳ではないが、投

資家にとっての投資効率を高めるため、減

価償却費などの非現金費用を投資家に還

元する場合 

一般社団法人投資信託協会は減価償却費の 60％に

相当する金額を限度として、利益超過分配金の支払

を行うことができると規定している 

 

このうち、「事例①」や「事例③」については、会計上は実質的な出資の払戻しに該当すると考えられるため

（著者私見）、注意が必要です。税務上の取扱いと会計上の取扱いの概要を確認してみましょう（図表５）。 

■ 図表５ 事例①と③の留意点 

事例 税務上の取扱い 会計上の取扱い 

① 税務上の特例

を受けるため

の利益超過分

配金 

Ｊ－ＲＥＩＴ側において税務上の配当可能額

の範囲内で配当されているため、その反対解釈

として、配当を受領した側もその金額を全額、

有価証券利息配当金（益金）として認識する 

Ｊ－ＲＥＩＴ側において、一般に公正妥当と認

められる会計基準により算定された配当可能額

の範囲を超えて配当されているため、反対解釈

として、配当を受領した側も、その金額を出資の

払戻しとして認識する 

③ 減価償却費見

合いでの配当 

Ｊ－ＲＥＩＴ側において税務上の配当可能額

の範囲を超えて配当されているため、出資者の

出資持分の部分的な払戻しとして認識する 

Ｊ－ＲＥＩＴ側において会計上の配当可能額の

範囲を超えて配当されているため、その金額を

出資の払戻しとして認識する 

 

企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）が公表する適用指針のうち「企業会計基準適用指針第 3号 その他資本剰

余金の処分による配当を受けた株主の会計」によると、保有目的区分が「その他有価証券」である株式を保有

していた場合、株主が「その他資本剰余金の処分による配当」を受けた場合、その金額を有価証券の帳簿価額

から減額することとされています。 

 

「企業会計基準適用指針第 3 号 その他資本剰余金の処分による配当を受けた株主の会計」 第３項 

株主が資本剰余金の区分におけるその他資本剰余金の処分による配当を受けた場合、配当の対象となる有価証

券が売買目的有価証券である場合を除き、原則として配当受領額を配当の対象である有価証券の帳簿価額から

減額する。 

 

このため、事例①、事例③いずれにおいても、「その他資本剰余金の処分による配当を受けた場合」に準じ

て、利益超過分配金の受領額を「配当の対象である有価証券」（この場合はＪ－ＲＥＩＴ）の帳簿価額から減

額処理することが考えられます。 

なお、事例③における税務上の取扱いは、「出資等減少分配」に該当するものと考えられ、交付を受けた株

主側の「みなし配当」や「株式譲渡損益」については、図表６、図表７のように取り扱われます。 

 

https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/docs/haitou/haitou.pdf
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/docs/haitou/haitou.pdf
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■ 図表６ 交付を受けた株主側の「みなし配当」と「株式譲渡益」 

 
（出所） 国税庁ウェブサイト「配当所得の源泉徴収事務」を加工 

■ 図表７ 純資産減少割合の計算 

 

（出所） 法人税法第６１条の２第１７項、法人税法施行令第２３条第１項第４号・第１１９条の３第１５項・第１１９

条の９第１項 

 

以上 

交
付
を
受
け
た
金
銭
等 

株
式
の
取
得
価
額 

みなし配当 

株式譲渡益 

資本金等の額のう

ち株式等に対応す

る部分の金額 

資本金等の額 

発行済株式等の総数 

株主等が有して

いる株式等の数 
＝ × 

有価証券の譲渡原価＝ 
当該出資等減少分配

の直前の帳簿価額 

出資等減少分配（法人税法第２３条第１項第２号） 

前事業年度終了時の資産の帳簿価額から

負債の帳簿価額を減算した金額 

当該出資等減少分配による出資総額等の減

少額として財務省令で定める金額（※） 

※ 赤枠の割り算において、小数点以下３位未満の端数があるときにはこれを切り上げる 

※ 「財務省令で定める金額」は「出資総額控除額」に一定の調整計算を加えた金額 

※ 赤枠の割合は、投資主側が計算する数値というよりはむしろ、当該分配を行った投資法人から各投

資主に通知される（法人税法施行令第１１９条の９第２項） 

ここでは便宜上 

「純資産減少割合」 

× 

http://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/pamph/gensen/aramashi2009/data/08/index.htm

